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（2）平成28年度の観光政策の重要度
①観光政策の重要度（図Ⅴ-3-3）
　「a.平成27年度よりも重要度が上がっている」が55.6％で最
も多く、「b.平成27年度と同様の重要度となっている」が44.4％
となっている。「c.平成27年度よりも重要度は下がっている」と
答えた都道府県はなかった。

Ⅴ-3  都道府県による観光政策

a．観光資源・景観・環境の保護・保全

b．観光関連施設の建設・整備

c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり

e．国際観光の振興

f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓

h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致

j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）

l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成

n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定

p．広域連携

q．その他
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図Ⅴ-3-2　成果の得られなかった分野（複数回答、n=5）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．平成27年度よりも重要度が上がっている

b．平成27年度と同様の重要度となっている

c．平成27年度よりも重要度は下がっている

d．その他

e．分からない
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図Ⅴ-3-3　平成28年度の観光政策の位置づけ
（単数回答、n=45）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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■平成28年度調査結果（n=45）

■平成27度調査結果（n=47）

図Ⅴ-3-1　特に成果のあった分野（複数回答）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

平成27年度で特に成果があったのは「国際観光の振興」
平成28年度も「国際観光の振興」が重点分野

「ふるさと旅行券」などの発行、DMOへの取り組みも推進
人員不足、財源不足、外国人観光客受入体制整備などの

課題への対応が必要

　当財団では平成26年度より、観光庁（協力）、大学、民間シン
クタンクの参画による「都道府県・政令指定都市観光政策アン
ケート調査検討委員会」を立ち上げ、都道府県・政令指定都市
における観光の位置づけや施策、事業内容など、観光政策の

“質的な現状”の分析を行う調査「都道府県及び政令指定都
市の観光政策に関するアンケート調査」を実施している。
　平成28年度においても、「都道府県・政令指定都市観光政
策アンケート調査検討委員会」のもと、「都道府県及び政令指
定都市の観光政策に関するアンケート調査」を実施し、「平成
27年度の観光政策、重点施策」「平成28年度の観光政策、重
点施策」「国際観光の振興（インバウンド）」などの把握を行っ
た。ここでは、都道府県の観光政策について、調査結果の一
部を紹介する。
※平成28年4月に発生した「熊本地震」の影響が特に大きい熊本県および長崎県
を除く45都道府県からの回答をもとに集計を行っている。
※記載されているデータは速報ベース（精査前）のものであり、今後の精査次第
で最終結果が異なる可能性がある。

（1）平成27年度の観光政策、重点施策
 　●特に成果のあった分野（図Ⅴ-3-1）
　「e.国際観光の振興」（86.7％）が最も多く、次いで「f.情報発

信、宣伝PR」（55.6％）、「d.新しい商品づくり、魅力づくり」
（26.7％）となっている。
　平成27年度調査の結果（平成26年度に特に成果のあった
分野）と比較すると、ほぼ同様の傾向が見られる。その中で、

「e.国際観光の振興」「f.情報発信・宣伝PR」の比率はやや伸び
ている。

　●成果の得られなかった分野（図Ⅴ-3-2）
　該当する都道府県が少ない中で、「m. 関連組織強化、業界
指導・育成」「e.国際観光の振興」「f.情報発信、宣伝PR」「k. 
市町村支援（補助）」「n.観光統計、マーケティング」などが挙げ
られている。
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a．観光資源・景観・環境の保護・保全

b．観光関連施設の建設・整備

c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり

e．国際観光の振興

f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓

h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致

j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）

l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成

n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定

p．広域連携

q．その他
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■平成28年度調査結果（n=45）

■平成27度調査結果（n=47）

a．トップセールス

b．インターネットによる情報発信

c．海外TV、雑誌等による情報発信

d．海外で開催される見本市・商談会等への参加

e．海外メディア・旅行関係者等の招聘

f．多言語によるHP開設・リニューアル

g．多言語による案内看板･標識類等の整備

h．多言語の観光パンフレットの作成

i．観光地･施設への無線LANの整備

j．観光施設への外国語対応スタッフの配置

k．外国人向けの観光メニュー等の設定

l．公共交通の利便性向上に向けた整備

m．観光関係者向けインバウンド研修会の開催

n．観光地･観光施設等における外国語対応可能なスタッフ等の育成

o．電話通訳サービス等の実施

p．その他
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■平成28年度調査結果（n=45）

■平成27度調査結果（n=47）

図Ⅴ-3-4　平成28年度に特に重点的に取り組む分野
（複数回答）

図Ⅴ-3-5　平成28年度に実施する予定のインバウンド事業
（複数回答）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

図Ⅴ-3-6　ターゲットとする国・地域（複数回答）

②平成28年度の重点分野
　●特に重点的に取り組む分野（図Ⅴ-3-4）
　「e．国際観光の振興」（86.7％）が最も多く、次いで「f．情報
発信、宣伝PR」（68.9％）、「d．新しい商品づくり、魅力づくり」

（57.8％）となっている。
　平成27年度調査の結果（平成26年度に特に重点的に取り組
む分野）と比較すると、ほぼ同様の傾向が見られるが、「m.関
連組織強化、業界指導・育成」を除くといずれも比率は縮小し
ている。

（3）国際観光の振興（インバウンド）への取り組み
　●国際観光の振興を目的に平成28年度に実施する予定の事業

（図Ⅴ-3-5）
　「b.インターネットによる情報発信」および「e.海外メディア・

旅行関係者等の招聘」がいずれも100％で最も多く、次いで「d．
海外で開催される見本市・商談会等への参加」（95.6％）、「h.多
言語の観光パンフレットの作成」（86.7％）となっている。
　平成27年度調査の結果（平成27年度に実施する予定のイン
バウンド事業）と比較すると、同様の傾向が見られ、今年度も
情報発信をはじめとする多様な施策が計画されている様子が
うかがえる。

　●ターゲットとする国・地域（図Ⅴ-3-6）
　「a.台湾」（97.8％）が最も多く、次いで「e.タイ」（93.3％）、「c.中
国」および「d.香港」（いずれも91.1％）、「b.韓国」（84.4％）となっ
ている。地域別に見ると、東アジアが多く、次いで東南アジア、
オーストラリア・アメリカ・欧州となっており、平成27年度調査の
結果（平成27年度にターゲットとする国・地域）と同様の傾向
を示している。

a．台湾

b．韓国

c．中国

d．香港

e．タイ

f．シンガポール

g．マレーシア
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l．アメリカ

m．カナダ

n．イギリス

o．フランス

p．ドイツ

q．ロシア

r．オーストラリア
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■平成28年度調査結果（n=45）

■平成27度調査結果（n=47）

　●ターゲットとして注目している理由（国・地域別）
　ターゲットとして注目する理由について、上位5カ国・地域を
見ると、台湾では「外国人宿泊者の中で最も多い」「日本に対
する関心が高い」「親日的である」「国際線の定期便が就航して
いる」「リピート率が高い」「現地営業スタッフを採用している」

「これまでにも観光交流を行ってきている」など、タイでは「日本
へ訪れる観光客が著しく増加している」「ビザの緩和や円安等」

「親日的である」「観光素材が適している」「旅行消費額が対前
年比で大幅に伸びている」「これまでにも観光交流を行ってき
ている」など、中国では「外国人宿泊者数が最も多い」「今後も
旅行者数の増加が期待される」「直行便がある」「現地事務所
がある」「ウィンタースポーツ熱が高まっている」など、香港では

「個人旅行者の増加が期待される」「国別の延べ宿泊者数が最
も多い」「リピーターが増えている」「日本に対する関心が高い」

「定期便が就航している」など、韓国では「定期便が就航してい
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る」「外国人観光客の中で最も多い」「友好交流を推進してい
る」「地理的に近い」「現地事務所がある」「20年以上前から誘
客に取り組んでいる」などが挙げられている。

（4）「ふるさと旅行券等」の施策について
　●「ふるさと旅行券等」の施策の実施状況（図Ⅴ-3-7）
　「実施した」が97.8％となっている。

図Ⅴ-3-7　施策の実施状況（単数回答、n=45）

図Ⅴ-3-10　DMOの組織形態（複数回答、n=40）

図Ⅴ-3-12　DMOの組織形態別タイプ（複数回答、n=40）

図Ⅴ-3-11　DMOの組織形態別進捗状況（複数回答、n=40）図Ⅴ-3-8　実施事業種類の区分（複数回答、n=44）

図Ⅴ-3-9　DMOを目指す動きの状況（単数回答、n=44）

実施した

実施していない
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2.2

　●実施した事業の種類（図Ⅴ-3-8）
　「3.宿泊割引券等（直接補助）」「5.旅行会社への補助（間接
補助）」（いずれも54.5％）が半数以上を占める。次いで、「4.土
産品購入割引等（直接補助）」（20.5％）、「2.旅行割引券等（直
接補助）」（18.2％）となっている。「8.その他」（47.7％）としては、

「複数用途に対応可能」「県産品の割引」「団体（協議会）への
補助」「交通事業者への補助」「海外企業」「観光体験メニュー
への助成」などが挙げられている。

1．商品券等
2．旅行割引券等
3．宿泊割引券等

4．土産品購入割引等
5．旅行会社への補助
6．宿泊施設への補助
7．小売店への補助

8．その他
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出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

（5）DMOへの取り組みについて
　●DMOを目指す動き（図Ⅴ-3-9）
　「b.やや見られる」が63.6％、「a.かなり見られる」が27.3％で、
90％以上の都道府県でDMOを目指す動きがある。

a．かなり見られる

b．やや見られる

c．あまり見られない

d．全く見られない

e．不明
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　●DMOの組織形態（図Ⅴ-3-10）
　前問にて「DMOを目指す動きがある」と回答した都道府県
のうち、最も多い組織形態は「B.市町村の観光組織」（82.5％）
であり、次いで「A.県の観光組織」（60.0％）、「D.民間企業」

（17.5％）、「C.NPO法人」（12.5％）となっている。

　●DMO組織化の進捗状況およびDMOタイプ
（図Ⅴ-3-11、図Ⅴ-3-12）

　DMOの動きについて、組織形態別に進捗状況およびDMO
タイプをまとめたところ、進捗状況については全ての組織形態
において「a.日本版DMOに登録済み」が最も多くなっており、
登録が進んでいる様子がうかがえる。またDMOタイプについ
て、県の観光組織では「2.地域連携DMO」が、市町村の観光
組織では「3.地域DMO」が多く見られる。他方、「1．広域連
携DMO」は、全般的に件数が少ない。

A．県の観光組織

B．市町村の観光組織

C．NPO法人

D．民間企業

E．その他
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57.6

60.0

42.9

64.3

25.0

42.4

20.0

28.6

14.3

20.8

39.4

20.0

28.6

21.4

■ a．日本版DMOに登録済み　■ b．登録を検討中（組織化済）　■ c．組織化を検討中

A．県の観光組織

B．市町村の観光組織

C．NPO法人

D．民間企業

E．その他

（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

4.2

0.0

0.0

14.3

28.6

83.3

45.5

40.0

14.3

50.0

0.0

78.8

40.0

42.9

14.3

8.3

12.1

20.0

14.3

7.1

■ 1．広域連携DMO　■ 2．地域連携DMO　■ 3．地域 DMO　■ 3．未定
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図Ⅴ-3-13　平成28年度の観光部署の予算（単数回答、n=43）

図Ⅴ-3-14　観光政策実施のための財源（単数回答、n=42）

図Ⅴ-3-15　観光政策実施のための財源不足の要因
（単数回答、n=16）

図Ⅴ-3-16　観光部署の職員数（単数回答、n=43）

図Ⅴ-3-17　観光政策実施のための職員数（単数回答、n=43）

図Ⅴ-3-18　観光政策実施のための職員数（単数回答、n=29）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

（6）観光行政における財源と人員について
　●平成27年度に対する平成28年度の観光部署の予算

（図Ⅴ-3-13）
　観光部署の予算について、「b.増加した」が39.5％、「a.大幅
に増加した」が14.0％となり、半数以上の都道府県で増加傾向
が見られる。一方、「d.減少した」もしくは「e.大幅に減少した」
と回答した都道府県は合わせて約35％となっており、予算面に
おいて厳しいところも一定程度存在する。

　●観光政策実施のための財源（図Ⅴ-3-14）
　財源について、「c.ギリギリの状況」が33.3％で最も多く、次
いで「b.何とか足りている」（28.6％）、「d.やや不足している」

（26.2％）、「e.大幅に不足している」（11.9％）となっている。4割
程度の都道府県が「不足」との認識を抱いている。

　●観光政策を実施する上での職員数（図Ⅴ-3-17）
　職員数について、「d.やや不足している」（44.2％）が最も多く、
次いで「c.ギリギリの状況である」「e.大幅に不足している」（い
ずれも25.6％）となっている。職員が増えても、まだ不足傾向
が継続している様子がうかがえる。

　●観光政策を実施する上での職員数不足の要因
（図Ⅴ-3-18）

　職員数不足の要因について、「b.ここ数年で業務量が増えた」
（66.7％）が最も多く、次いで「a.もともと人員が不足していて追
いつかない」（23.3％）、「c.ここ数年で人員が削られた」（3.3％）
となっている。業務量の増加は財源だけでなく、人員面におい
ても大きな課題となっている。

　●観光政策実施のための財源不足の要因（図Ⅴ-3-15）
　財源不足の要因について、「b.ここ数年で業務量が増えた」
が50.0％で最も多く、次いで「a.もともと予算が不足していて追
いつかない」（37.5％）となっている。業務量の増加が財政に大
きな影響を与えている。

　●平成27年度に対する平成28年度の観光部署の職員数
（図Ⅴ-3-16）

　観光部署の職員数について、「b.増加した」および「c.あまり
変わらない」（いずれも39.5％）が最も多く、次いで「d.減少した」

（18.6％）、「e.大幅に減少した」（2.3％）となっている。「増加」
が「減少」を上回っており、要員の確保が進む傾向が見られる。

a．大幅に増加した

b．増加した

c．あまり変わらない

d．減少した

e．大幅に減少した

0 10 20 30 40（％）

14.0

39.5

11.6

25.6

9.3

a．十分に足りている

b．何とか足りている

c．ギリギリの状況である

d．やや不足している

e．大幅に不足している

0 10 20 30 40（％）

0.0

28.6

33.3

26.2

11.9

a．もともと予算が不足していて追いつかない

b．ここ数年で業務量が増えた

c．ここ数年で予算が削られた

d．その他

0 10 20 30 5040 （％）

37.5

50.0

0.0

12.5

a．大幅に増加した

b．増加した

c．あまり変わらない

d．減少した

e．大幅に減少した

0 10 20 30 40（％）

0.0

39.5

39.5

18.6

2.3

a．十分に足りている

b．何とか足りている

c．ギリギリの状況である

d．やや不足している

e．大幅に不足している

0 10 20 30 5040 （％）

0.0

4.7

25.6

44.2

25.6

a．もともと人員が不足していて追いつかない

b．ここ数年で業務量が増えた

c．ここ数年で人員が削られた

d．その他

0 10 20 30 60 705040 （％）

24.1
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3.4

3.4
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（7）観光振興における課題（図Ⅴ-3-19）
　「k.外国人観光客の受入体制の整備不足」（50.0％）が最も
多く、半数を占めている。次いで「a.担当職員の経験不足」

（16.7％）、「ｂ. 他部局との観光についての連携不足」「ｊ.観光
資源の不足」（いずれも13.3％）となっている。「k.その他」

（43.3％）としては、「観光客の多様なニーズへの対応、季節や
地域平準化」「民間事業者の投資促進」「精度の高い統計デー
タ」「宿泊施設等での雇用の確保」「満足度の向上」「二次交通
の整備」「知名度の向上」などが挙げられている。
　平成27年度調査の結果（平成27年度の観光振興における
課題）と比較すると、「i.外国人観光客の受入体制の整備不足」

「a.担当職員の経験不足」が大幅に減少する一方で、「ｂ. 他部
局との観光についての連携不足」「d.市町村との連携不足」「f.都
道府県観光協会・連盟との連携不足」などは比率が伸びてお
り、各方面との連携強化が求められている。

（牧野博明）

図Ⅴ-3-19　観光振興における課題（複数回答）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．担当職員の経験不足

b．他部局との観光についての連携不足

c．観光に対する住民の理解不足

d．市町村との連携不足

e．市町村との役割分担が不明瞭

f．都道府県観光協会・連盟との連携不足

g．都道府県観光協会・連盟との役割分担が不明瞭

h．民間事業者との連携不足

i．外国人観光客の受入体制の整備不足

j．観光資源の不足

k．その他

0 20 704030 50 6010 （％）

16.7

13.3

6.7

10.0

0.0

3.3

6.7

3.3

50.0

13.3

43.3

46.9

3.1

3.1

0.0

3.1

0.0

3.1

9.4

62.5

12.5

28.1

■平成28年度調査結果（n=30）

■平成27度調査結果（n=30）
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表Ⅴ-3-1　平成27年度に特に成果のあった分野、平成28年度の観光政策の位置づけおよび重点的に取り組む分野

都
道
府
県
名

平成27年度に特に成果のあった分野 平成28年度の
観光政策の位置づけ 平成28年度に重点的に取り組む分野

a.  

観
光
資
源
・
景
観
・
環
境
の
保
護
・
保
全

b. 

観
光
関
連
施
設
の
建
設
・
整
備

c. 

観
光
関
連
施
設
の
管
理
・
運
営

d. 

新
し
い
商
品
づ
く
り
、魅
力
づ
く
り

e. 

国
際
観
光
の
振
興

f. 

情
報
発
信
、宣
伝
Ｐ
Ｒ
（
Ｉ
Ｔ
投
資
を
含
む
）

g. 

販
路
開
拓

h. 

観
光
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

i. 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
等
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
誘
致

j. 

交
通
基
盤
の
整
備
、観
光
ル
ー
ト
の
開
発

k. 

市
町
村
支
援
（
補
助
）

l. 

物
産
、関
連
産
業
の
振
興

m. 

関
連
組
織
強
化
、業
界
指
導
・
育
成

n. 

観
光
統
計
、マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

o. 

観
光
振
興
戦
略
策
定

p. 

広
域
連
携

q. 

そ
の
他

a. 

平
成
27
年
度
よ
り
も
重
要
度
が
上
が
っ
て
い
る

b. 

平
成
27
年
度
と
同
様
の
重
要
度
と
な
っ
て
い
る

c. 

平
成
27
年
度
よ
り
も
重
要
度
は
下
が
っ
て
い
る

d. 

そ
の
他

e. 

分
か
ら
な
い

a. 

観
光
資
源
・
景
観
・
環
境
の
保
護
・
保
全

b. 

観
光
関
連
施
設
の
建
設
・
整
備

c. 

観
光
関
連
施
設
の
管
理
・
運
営

d. 

新
し
い
商
品
づ
く
り
、魅
力
づ
く
り

e. 

国
際
観
光
の
振
興

f. 

情
報
発
信
、宣
伝
Ｐ
Ｒ
（
Ｉ
Ｔ
投
資
を
含
む
）

g. 

販
路
開
拓

h. 

観
光
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

i. 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
等
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
誘
致

j. 
交
通
基
盤
の
整
備
、観
光
ル
ー
ト
の
開
発

k. 
市
町
村
支
援
（
補
助
）

l. 
物
産
、関
連
産
業
の
振
興

m. 

関
連
組
織
強
化
、業
界
指
導
・
育
成

n. 

観
光
統
計
、マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

o. 

観
光
振
興
戦
略
策
定

p. 

広
域
連
携

q. 

そ
の
他

北海道 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
青森県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岩手県 ● ● ● ● ● ●
宮城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
秋田県 ● ● ● ● ● ● ●
山形県 ● ● ● ● ● ● ● ●
福島県 ● ● ● ● ● ● ●
茨城県 ● ● ● ● ● ● ● ●
栃木県 ● ● ● ● ● ● ●
群馬県 ● ● ● ● ● ● ●
埼玉県 ● ● ● ● ● ● ● ●
千葉県 ● ● ● ● ● ● ●
東京都 ● ● ● ● ● ● ● ●

神奈川県 ● ● ● ● ● ● ● ●
新潟県 ● ● ● ● ● ● ●
富山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
石川県 ● ● ● ● ● ● ●
福井県 ● ● ● ● ● ●
山梨県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長野県 ● ● ● ● ● ● ●
岐阜県 ● ● ● ● ● ●
静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ●
愛知県 ● ● ● ● ● ● ● ●
三重県 ● ● ● ● ● ●
滋賀県 ● ● ● ● ● ● ●
京都府 ● ● ● ● ● ● ● ●
大阪府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
兵庫県 ● ● ● ● ● ●
奈良県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

和歌山県 ● ● ● ● ● ● ●
鳥取県 ● ● ● ● ● ● ● ●
島根県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岡山県 ● ● ● ● ●
広島県 ● ● ● ● ● ● ●
山口県 ● ● ● ● ● ● ●
徳島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
香川県 ● ● ● ● ● ●
愛媛県 ● ● ● ● ● ● ●
高知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ●
長崎県
熊本県
大分県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
宮崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

鹿児島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
沖縄県 ● ● ● ● ● ● ●

合計 0 2 1 12 39 25 1 9 6 2 3 5 3 0 5 4 11 25 20 0 0 0 1 8 1 26 40 33 5 9 10 6 4 4 15 6 4 16 17
出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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表Ⅴ-3-2　国際観光振興の実施予定事業およびターゲット、「ふるさと旅行券等」施策の事業種類

都
道
府
県
名

国際観光振興（インバウンド）の実施予定事業 ターゲットとしている国・地域 「ふるさと旅行券」などの
施策の事業種類 DMOを目指す動き

a．b．ｃ．ｄ．ｅ．ｆ．ｇ．ｈ．ｉ．ｊ．ｋ．ｌ．ｍ．ｎ．ｏ．ｐ．a．b．ｃ．ｄ．ｅ．ｆ．ｇ．ｈ．ｉ．ｊ．ｋ．ｌ．ｍ．ｎ．ｏ．ｐ．ｑ．ｒ．1．2． 3． 4． 5． 6． 7．8． a．b．ｃ．ｄ．ｅ．
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
情
報
発
信

海
外
Ｔ
Ｖ
、雑
誌
等
に
よ
る
情
報
発
信

海
外
で
開
催
さ
れ
る
見
本
市
・
商
談
会
等
へ
の
参
加

海
外
メ
デ
ィ
ア
・
旅
行
関
係
者
等
の
招
聘

多
言
語
に
よ
る
Ｈ
Ｐ
開
設
・
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

多
言
語
に
よ
る
案
内
看
板･

標
識
類
等
の
整
備

多
言
語
の
観
光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成

観
光
地･

施
設
へ
の
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ 

の
整
備

観
光
施
設
へ
の
外
国
語
対
応
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

外
国
人
向
け
の
観
光
メ
ニ
ュ
ー
（
商
品
）等
の
設
定

公
共
交
通
の
利
便
性
向
上
に
向
け
た
整
備

観
光
関
係
者
向
け
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
研
修
会
の
開
催

観
光
地･

観
光
施
設
等
に
お
け
る
外
国
語
対
応
可
能
な
ス
タ
ッ
フ
等
の
育
成

電
話
通
訳
サ
ー
ビ
ス
等
の
実
施

そ
の
他

台
湾
韓
国
中
国
香
港
タ
イ
シ
ン
ガ
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北海道 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

青森県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

岩手県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

宮城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

秋田県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

山形県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

福島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

茨城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

栃木県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

群馬県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

埼玉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

千葉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

東京都 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

神奈川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

新潟県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

富山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

石川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

福井県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

山梨県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

長野県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

岐阜県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

愛知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

三重県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

滋賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

京都府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大阪府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

兵庫県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

奈良県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

和歌山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

鳥取県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

島根県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

岡山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

広島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

山口県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

徳島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

香川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

愛媛県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

高知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

長崎県

熊本県

大分県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

宮崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

鹿児島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

沖縄県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

合計 28 45 35 43 45 30 27 39 32 7 20 13 27 13 17 10 44 38 41 41 42 26 25 23 9 19 5 19 7 12 16 8 4 18 5 8 23 9 23 2 2 13 12 28 3 0 1

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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